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１． ＶＥとの出会い 

 

 私がバリューエンジニアリング（以降ＶＥと言う）を初めて知ったのは、２００２年６月、梅雨の最中で

した。 

世の中は延々と続くバブル崩壊の後遺症に悩んでいましたが、我が社も同様に、１９９６年をピークとして

公共事業の削減、日額人件費の下落、あるいは社員の士気低下など、多くの問題が発生していました。 

会社創業以来、一貫して前向きな事業展開や社員育成を目指してきたものの大きな壁に突き当たり、私も行

く先が見えにくくなっていました。 

我が社の過去を振り返ると、その時々にオンリーワンを作り、企業間競争に負けないようにしてきました。

例えば、１９７０年の創業後わずか４年目の１９７３年に、社員が１２名の企業でウイルド社製の一級水準

機を導入し、建設省の地盤沈下の調査を手がけました。１９７６年には業界に先駆けコンピューター化を進

め「デーモス E」を導入、さらに、１９８０年代には恵那・高山・名古屋など次々に営業所を開設し、市場

の拡大に努める一方、補償コンサルタント部門を県下で１～２を争うまでに育て上げてきました。 

１９９０年代のオンリーワンは岐阜大学名誉教授の河村（コウムラ）先生をお迎えし、「河川のユニオン」

を造り上げようとしました。１９９７年からはアメリカ・コロラド州のコロラド州立大学（ＣＳＵ）に社費

留学をさせ、より強く「河川のユニオン」を確立してきたものです。 

会社も測量・補償コンサルタント・建設コンサルタントと１２０名の社員を擁する企業に成長し、ＩＳＯ

も既に軌道にのったころ、次の「ユニオンのオンリーワン」は何かと探しても思いつくものがありませんで

した。そんな苦しんでいる折り、ある社員から「社長！これからはＶＥの時代ではないですか」と提案され、

早速、私もＶＥの本を取り寄せ、読みふけってみました。 

 

 

２． ＶＥの推進 

 

私が、ＶＥを我が社のオンリーワンにしようと決断したのは、税収が伸びない中、社会資本の整備に多く

の労力を費やす顧客のために、ＶＥが必要不可欠なものになると考えたからです。また、「ＶＥの定義」の最

後に「機能的研究に注ぐ組織的努力」と書かれていること、「ＶＥの５原則」の第３原則に「創造による変更

の原則」あるいは第５原則に「チームデザインの原則」と書かれており、ユニオンの社風にマッチングする

と感じて、「ＶＥをユニオンのオンリーワンに育て上げて見せる」と思い立ちました。 



 

２００２年の８月には早速、全社員で勉

強会を始めました。ＶＥはチームデザイン

がもっとも大切であり、そのためには会社

を挙げて取り組む必要があります。できる

ことなら社長を始め、事務職・技術職ある

いは男女を問わず全社員がＶＥを理解し、

かつＶＥリーダー（ＶＥＬ）の資格を取得

すれば、どの様な仕事に対しても部署を超

えてＶＥチームが編成でき、その力が発揮

されると考えたからです。 

さて、実際に社長以下全員でＶＥＬの資

格を取ろうと言い出したものの、還暦を過

ぎた私にはとても辛いものがあり、特に記

憶力の低下はどうしようもありませんでした。試験日が正月明けの１月１４日と言うこともあり、その年の

忘年会、新年会は半減してしまいましたが、どうにか私が合格したこともあり、全社員の６０％がＶＥＬ資

格試験に合格しました。このようにして、ＶＥを我が社のオンリーワンに育て上げようと取り組んできまし

た。 

 

 

 

３． ＶＥへの想い 

 

今年の７月にローレンス.D．マイルズ氏の奥様が亡くなられたこともあり、追悼

の意を込めて、アメリカの地でなぜＶＥが必要であったか、どの様な背景でＶＥが

育ってきたのかを私なりに記してみたいと思います。 

 ＶＥを開発したローレンス．D．マイルズ氏の生まれ故郷ネブラスカ州ハーバード

は、コロラドとミネソタに挟まれた州で典型的な穀倉地帯です。 

ネブラスカ州をインターネットで調べてみると「ネブラスカ州民はネブラスカ州の

大草原を牧場及び農場に転換する事を科学的に実行した。この州の歴史の多くはネ

ブラスカ州農民に影響を与えた実話である」と著されていますが、このように、勇

気を持って大草原を科学的に穀倉地帯に転換させる発想の下でマイルズ氏は育ち、ＶＥ理念が醸成されたの

でありましょう。 

 またマイルズ氏は’７２年、’７８年、’８３年に訪日され、ＶＥの普及に努め、その講演内容は「ＶＥは

競争状況下で役立つ」とバブルが弾けた現在の日本の経済状態を見据えた講演をされました。 

 この講演内容を読んでみると、我がユニオンが立たされている状況によく似ています。今後ＶＥを活用し

て、「ユニオンのＶＥ」を「ユニオンのオンリーワン」に育て上げ、ＶＥの浸透とともに会社を発展させてい

く必要があると考えています。 

 

 

 

 

L・Dマイルズ先生 



 

 最後に、私が何回かアメリカを訪問し感心した

のは、フロリダ州マイアミにあるケネディー宇宙

センターです。我々がテレビで人工衛星の打ち上

げを見ているよりも、それは度肝を抜く大きさで

あり、その施設は一つの町が宇宙開発のために作

られたような感じがします。中には今まで打ち上

げられた人工衛星やロケット、あるいは打ち上げ

のためのコンピューター施設、宇宙での生活体験

などが展示され、至る所でＶＥ的な考えが取り入

れられています。 

 

「百聞は一見に如かず」と言いますが、私が度肝

をぬかれたこの「ケネディー宇宙センター」に、社

員たちを連れてきたいものです。 

バブルがはじけた今では夢でしょうか・・・・・・ 



 

 

写真－1 ストックボックス 

ストックボックスの利用 

 

河原 利樹   Kawahara Toshiki                                

道 路 構 造 部 

技術士補（建設部門）、VEリーダー、一級土木施工管理技士 

 

１．はじめに 

 

当業務内容は、L=70mの道路詳細設計と函渠工設

計（N=1式）である。函渠工は、普通河川（発注者

管理）を渡河するためのものであり、計画内空断面

は、水計算より（B）3.5m×（H）2.3mが必要で、新

設のプレキャストボックスが想定された。 

一方、計画地の近隣に、使い道の無いプレキャス

トボックス（以下、「ストックボックス」）（写真

－1）が長年放置されていた。設計を進める中で、

発注者より「今回の計画地で、なんとかこのストッ

クボックスを利用できないか？」と依頼を受けた。 

しかし、このストックボックスは内空断面不足

や、その他にも問題があり、この依頼に対し、VE

的なアプローチで取り組むこととした。 

 

 

２．内空断面の問題 

 

＜断面不足の問題＞ 

前述したように、このストックボックスは内空断面不足の問題があり、そのまま使用することができない。

設置するボックスの延長は約8mと短く、この間だけの河床勾配の変更はできない。また、粗度係数を変えて

ボックス間のみ流下能力を持たせても、上下流に水位差が生じ、新たな問題が発生する。分流等による流入

量の制限も不可能である。 

これらの現状を総合的に判断すると、内空断面はどうしても確保する必要がある。 

よって、ストックボックスの上下分割型という特徴を生かし、頂版側壁と底版側壁の間にコンクリートを

60cm継足しして内空断面を確保し、使用することとした（図－1）。 

 

 

 

 

  顔写真 
 

 

図－1 ストックボックス 

構造；上下分割型プレキャストボックス 
内空断面；（B）3.5m×（H）1.7m 

上下分割 

継足し 
ｺﾝｸﾘｰﾄ 



 

 

図－2 輪荷重を側面に載荷した状態 図－3 曲げモーメント図 

写真－2 側壁接合部 

 

＜構造上の問題＞ 

継足しコンクリートで内空断面を確保したストックボックスに対し、構造的な検証を行うため、断面計算

を行った。その結果、輪荷重を側面に載荷（図－2）した場合、側壁内側に曲げモーメントが発生する（図－

3）ことが確認された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

通常、側壁内側に鉄筋を配置することにより、

曲げモーメントに抵抗することができる。しかし、

現場打ち部（継足しコンクリート）には配筋が可能

であるが、プレキャスト部（ストックボックス）の

側壁内側にはインサート鉄筋用の穴が用意されて

おらず、鉄筋を配置することが不可能である。（写

真－2） 

したがって、何らかの対策をしないでそのままス

トックボックスを使用すると破壊に至ってしまう

恐れがある。 

 

 

 

 

以上を受け、ストックボックスを機能的に問題な

く、低コストで抑えられるよう、VEの思想を活用し、

部員全員で問題解決に取り組んだ。 

 

 

 

 

側壁外側；鉄筋の配置が可能 

側壁内側；鉄筋の配置が不可能 



 

 

３．機能の定義 

 

VE的アプローチをするために、まず、当計画で必要となるボックスの機能を定義した。 

 

名 詞 動 詞 

水を 流す 

土圧を 支える 

輪荷重を 支える 

 

上記の中から、代替の必要がある機能を探る。 

『水を流す』機能は、継足しコンクリートで必要な内空断面を確保したことから、既に満足している機能

である。『土圧を支える』機能においては、構造計算の結果から、コンクリートで継足ししただけのストッ

クボックスでも問題ないことが確認されている。 

よって、ストックボックスが持っていない『輪荷重を支える』機能に着目し、代替案を作成することとし

た。 

 

 

４．アイデア発想・概略評価 

 

『輪荷重を支える』機能から、この機能を果たすためのアイデアを自由に発想し、それに対して技術性や

経済性の面から概略評価を行う。 

 

概 略 評 価 
機 能 ア イ デ ア 

技術性 経済性 採否 

・ボックス側面に擁壁を設置する ○  △※1 ○ 

・側壁を補強する ○  △※1 ○ 

・接合部をピン結合とし、ヒンジ

解析とする 
 ×※2 ○ × 

輪荷重を支える 

・内側から圧力をかけて支える ○  △※1 ○ 

 ※1 別の構造を必要とし、コストがかかる。 

 ※2 結合部はメーカーの試験により、剛結合を証明している。

 

概略評価を行った結果、3つのアイデアを抽出した。 

 

 



 

 

５．具体化（利点・欠点分析） 

 

具体化では、抽出したアイデアを実現するための方法を略図化し、利点・欠点を整理する。欠点について

は、それを克服するアイデアがないかを検討し、さらに良いアイデアを練り上げる。それらから再度、実現

の可否を評価する。 

 

アイデア（略図） 利点 欠点 
欠点克服の 

アイデア 
評価 

側
面
に
擁
壁
を
設
置
す
る 

・ボックス側壁に自立型擁壁
を設置し、側壁への外力を遮
断する。 

・完成後は、擁
壁が見えない
ため、違和感
がない。 

・解析が単純。
・河積を侵さな
い。 

・古い製品を使
用するために
新たな製品を
購入しなけれ
ばならない。

・なし。 

○ 

・側壁を巻立て補強する。 ・耐震補強等で
実績がある。

・RCや鋼板での
巻立ては断面
増加となり、
河積を侵す。

・繊維シートを
採用する。 

○ 

側
壁
を
補
強
す
る 

・側壁外側を増厚する。 ・完成後は、増
厚箇所が見え
ないため、違
和感がない。

・河積を侵さな
い。 

・側壁を削孔し
て差し筋を入
れる必要があ
るが、プレキ
ャストボック
スのため、部
材が薄く、不
可能である。

・なし。 

× 

（実現不可）

内
側
か
ら
圧
力
を
か
け
る 

・内側から切梁で押さえる。・なし。 ・流木等が引っ
かかる可能性
がある。 

・なし。 

× 

（実現不可）

 

 



 

 

６．詳細評価 

 

具体化から、以下の案を抽出した。 

 

第1案 側壁に自立擁壁を設置し、側壁への外力を遮断する案 

第2案 繊維シートで側壁内側を補強する案 

 

以上の2案と、通常の設計で想定される『新規のプレキャストボックスを設置する案（新設案）』とで技術

性，経済性の2側面で詳細比較を実施し、新設案に対して価値の向上が図られているか、どの案がより価値が

高いかを判断する。 

 

＜技術性評価＞ 

・ 第1案，第2案ともに新設案と同様の機能を達成できる。 

・ 第1案，第2案ともに構造解析により確認することができ、安全性に問題がない。 

 

＜経済性評価＞ 

 

 概算工事費（1式当り） コスト低減率 

新設案 3,080千円 － 

第1案 1,600千円 48％ 

第2案  970千円 69％ 

 

＜総合評価＞ 

 

第1案，第2案ともに新設案に対して、機能は維持でコストが低減する結果となり、価値の向上が図られた。 

 

価値（   ） ＝ 機能（   ） ／ コスト（   ） 

 

また、第2案においては、コストの低減が第1案に勝り、より価値の向上が認められた。 

よって、当業務では、ストックボックスを利用し、その側壁内側を繊維シートで補強する方法を提案し、

採用された。 

 

 

７．おわりに 

 

今回、ストックボックスを利用するという特殊な設計であり、貴重な経験をさせてもらった。 

通常であれば、新規のプレキャストボックスを設置して終わっていた設計が、発注者の「このボックスなん

とか使えないかな？」という一言と、ＶＥの活用で７０％近いコスト低減を図ることができ、満足な結果と

なった。 

機能を向上もしくは維持してコストを下げることは簡単なことではないが、今回のようにＶＥをうまく活用

し、どのような業務でも価値向上を目指して取り組んでいきたい。 



 

 

県営管路施設の利用 

 

  谷藤 敏郎   Yato Toshio                                   

  環境部 下水農林課 

  技術士補(農業部門)、VEリーダー 

 

１．はじめに 

 

 本計画は、国営幹線水路から農業用水を分水し、農業用ため池（Ａ池）に水を供給する、ため池連絡水路

（パイプライン）を新設するものである。同計画は、幹線水路の剰余水をため池に貯留することで、水を有

効に利用することを目的とする。このパイプライン実施設計においてVE手法を活用し、必要な機能を確保し

たうえでコスト縮減を達成した。 

 

ため池連絡水路に関する設計条件を整理すると以下の通りになる。分水工を設置する予定地の付近には、

国営幹線水路からの県営分水工が設置されており、県営送水管が布設されている。これらの施設は県営土地

改良事業の一環として建設（平成元年～５年）されたもので、Ｂ池を経由してほ場へ農業用水を供給してい

る。計画路線となる道路の下には、上記送水管に加えて、Ｂ池からの県営配水管、上水道管、下水道管が布

設されていた。（写真－１） 

当初案は、これらを避けながら連絡水路（φ400）を設置する計画であり、工事が煩雑であること、また施

工時に想定外の仮設工が増えることなどが懸念材料であった。 

 

 

 

Ａ池

国
営
た
め
池
連
絡
水
路
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国
営
幹
線
水
路

県営送水管

県
営
配
水
管

県営分水工

県営用水路

受益地

 

 

 

 

 

  顔写真 

 

 

県営送水管 

FRPMφ600 

下水VUφ150 

県営配水管 

VUφ600 
上水 φ75 

図－１ 全体図 写真－１ 地下埋設物の状況 



 

 

２．機能定義 

 

ため池連絡水路の機能の定義を行う。ため池連絡水路は幹線水路に剰余水がある場合にため池への送水・

貯留を行うものである。そのために必要な機能としては、許容流速0.3～2.0ｍ/sec等の制約条件を確保しなが

ら、設計流量である0.131ｍ³/secの水を流すことである。 

 

 

＜対 象 物＞は ＜名 詞＞と＜動 詞＞ ＜制 約 条 件＞ 

ため池連絡水路は 

 

水 を 流 す 
設計流量0.131ｍ³/sec等 

狭義の機能  

 広義の機能 

 

 

３．機能評価 

 

新設する水路の管体を選定するため水理検討を行い、管径を概定した。さらに、この中で設計内圧に耐え

られる管種を選定した。その結果、最も安価となるダクタイル鋳鉄管(DCIP)φ400 DB種を使用管種として採

用した。計画路線3,910ｍ全線にわたり新しく水路を設置した場合、ライフサイクルコストは143,800,000円

となる。 

 

 

 

４．代替案作成 

  

当初の案では、分水工および水路を新規に設置するスペースを確保することが困難である。そこで新しく

水路を布設する代わりに、県営用水路の送水管（FRPMφ600、Ｑ＝0.506ｍ³/sec）を利用し、さらにそこから

分水を行うことが可能であるか検討を行った。 

県営用水路において、最も水が必要となるのは代かき期である。この代かき期の最大用水量0.506ｍ³/sec

表－１ ため池連絡水路の機能の定義 

＜当初案＞ 

・ 管路布設延長 L＝3,910ｍ 

・ 分水工 1 箇所 

施設建設費 129,700,000円

電気設備建設費 7,000,000円

維持管理費 7,100,000円

合計 143,800,000円

問題点 

 ・分水工および水路を新規に設置するスペースを確保することが困難。 

新設水路

DCIPφ400

L=3,910ｍ

分水工

1箇所



 

 

が県営用水路の設計流量となっている。しかし、普通期の用水量は最大でも0.353ｍ³/secであり、代かき期

を除けば0.153(＝0.506－0.353)ｍ³/sec以上の余裕があることになる。さらに、県営用水路から連絡水路に

0.131ｍ³/sec分水した時に必要な水の量が計画水量0.506ｍ³/secを上回るのは、5月27日から5月30日の４日

間だけである。連絡水路は農地に水を送るものでないため、代かき期に必ず送水を行う必要はない。また、

代かき期には幹線水路にそれほど剰余水があるとは考えられない。したがって、この４日間を避けてＡ池へ

の送水を行うことで県営用水路の機能を損なうことなく、ため池連絡水路の機能を確保することが可能であ

る。 

県営用水路は平成元年から５年にかけて建設されたものである。パイプラインは40年以上使用可能である

ことから、今後20年以上にわたって使用できることになる。 
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図－2 連絡水路および県営用水路の必要用水量の関係 



 

 

代替案として、連絡水路の計画路線3,910ｍのうち610ｍを既設の県営用水路を利用する計画とした。この

代替案のライフサイクルコストは129,610,000円となり、10％のコスト縮減となった。 

 

 

 

 コ ス ト 

当 初 案 
143,800,000円 

（比率1.00） 

代 替 案 
129,610,000円 

（比率0.90） 

 

 

 

５．おわりに 

 

従来、農業用水路の整備は幹線については国、支線については県、末端については市町村が主体となり整

備が行われてきた。今回のように県営水路の下流に新規に水路を布設することは異例であり、コスト縮減の

ためには既成の概念にとらわれないことが求められて来ている。今後も機能を思考の原点とするVEを活用し

ていくことで、付加価値の高い社会資本の整備に貢献したい。 

 

＜代替案＞ 

・ 管路布設延長 L＝3,300ｍ 

・ 分水工 2 箇所 

施設建設費 122,660,000円

電気設備建設費 50,000円

維持管理費 6,900,000円

合計 129,610,000円

 

新設水路

DCIPφ400

L=3,300ｍ

分水工

２箇所

既設利用

FRPMφ600

L=310ｍ



 

 

魚道補修設計におけるVE事例 

 

  不破 浩司   Fuwa Hiroshi  

  環境部 河川課 

  VEリーダー、CALS/ECインストラクター、ビオトープアドバイザー 

 

１．はじめに 

 

今回紹介する事例は、既設魚道の老朽化および損傷に伴う補修設計である。依頼内容および当初計画は、

クラック・欠損部のみの現況補修であった。 

しかしながら、その後の設計検証により、「魚の遡上性能という魚道の本来の機能が不十分ではないか？」

ということが懸念され、VE手法を用いて代替案の作成を行うことにした。 

その結果、当初案に対してコストは上昇したが、機能はコスト以上に著しく上昇し、最終的に価値の向上

を達成することができたと判断する。VEといえば通常は「コストダウン」のみをイメージすることが多いが、

本件は機能アップに重点を置き、価値の向上を図った当社でも数少ない事例である。 

 

 

２．設計概要 

 

今回VE手法を導入した設計の概要を以下に示す。 

 

(1) 設計内容 

今回対象とした設計は、水力発電に伴う一連 

施設の補修設計である。 

一連施設の補修設計の内、今回紹介した事例 

は、施設内の最上流部に位置する堰堤に設置さ 

れた魚道における補修設計である。 

 

  (2) 施設状況 

  設計対象となる施設（既設魚道）の状況を以 

下に示す。                                              写真-1 設計対象地状況 

  1) 既設魚道は、河川の左岸端部に設置されている。(写真-1参照) 

  2) 既設魚道は、魚道本体および石積護岸（本体左側）で構成されている。(写真-2参照) 

  3) 現地調査の結果、以下のような状態であり、魚道としての機能をほとんど果たしていない。        

(写真-3 , 4参照) 

      ⅰ) 魚道最下流部は流失している。したがって、平常時水位より魚道敷高の方が高く、魚が遡上でき

ない。 

    ⅱ) 魚道側壁や底面にクラック・損傷がみられ、そこから漏水している。また、魚道の左側の石積護

岸は、基礎部が浮いている。そのため、魚道が崩壊する恐れがある。 

      ⅲ）魚道形式が、近年の形式と異なり隔壁が左右交互に斜形状をなしている。そのため、水のローリ

ングが起こりやすく、魚の遡上を妨げる形状となっている。 
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                                                                写真-3 魚道側面状況 

 

 

 

 

 

                                        

 

 

 

写真-2 魚道平面状況                      写真-4 魚道断面状況（最下流部） 

 

  (3) 設計条件 

設計条件（顧客ニーズ）を以下に示す。 

  1) 魚道型式 ： 魚（対象魚：アユ）の遡上を妨げない魚道型式とする。 

  2) 構  造 ： 耐久性の高い構造とする。 

  3) 景  観 ： 対外的なアピールのため、景観に配慮する。 

 

 

３．当初設計 

 

既設魚道は下流部が流出しており、当初設計内容は以下の2点であった。 

    1) 下流流出部の新設 ： 現場打ち魚道（近年実績の多いアイスハーバー式階段式魚道）で復旧 

2) 魚道残存部の補修 ： 基礎部の流出・クラック・欠損・漏水部の部分補修 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-1 現況平面図 

魚道残存部
下流流出部



 

 

魚道残存部の補修

下流流出部の新設

当初設計の設計計画図を以下に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-2 当初設計計画図 

 

＜問題点の整理＞ 

当初設計の設計検証をした結果、以下のことが懸念された。 

  1) 魚の遡上性能 

魚道残存部は、既設の隔壁高および設置間隔が一定ではなく、また、各プール部の凹凸があり、一

定の魚道勾配を保つことができない。このことは、魚の遡上の観点から好ましくない。 

 

  2) 耐久性 

新設部は有筋構造にできるが、既設利用部は無筋構造であるため、長期耐久性が懸念される。 

 

  3) 対外的評価 

地元の有識者、魚道の専門家などの学識者（環境保護団体等も含む）から、「遡上しにくい魚道」

として批判される可能性がある。 

 

 

４．VEの導入 

  

「３．当初設計 問題点の整理」で示した問題点を解決するためにVEを導入 

し、代替案の計画を行った。右図に示す「VEの基本ステップ」に沿って実施し 

た設計VEをとりまとめる。 

 

 

 

                                  図-3 基本ステップフロー図 

１.機能定義

２.機能評価

３.代替案作成
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4-1. 機能定義 

機能定義は、「①VE対象の情報収集 ②機能の定義 ③機能の整理」の 

詳細ステップに細分化される。ここでは、②機能の定義についてとりまと 

める。 

「魚道」の機能は、右図のように定義した。 

                                                     

図-4 機能の定義 

 

4-2. 機能評価 

機能評価は、「①機能別コスト分析 ②機能の評価 ③対象分野の選定」の詳細ステップに細分化され

る。ここでは、③対象分野の選定についてとりまとめる。 

問題点として整理した箇所はいずれも魚道残存部のことであり、魚道残存部の補修方法を見直すことで

価値を向上させることができると判断した。したがって、対象分野は「魚道残存部」とした。 

 

4-3. 代替案作成 

代替案作成は、「①アイデア発想 ②概略評価 ③具体化 ④詳細評価」の詳細ステップに細分化され

る。ここでは、①アイデア発想～③具体化および④詳細評価についてとりまとめる。 

 

(1) アイデア発想～具体化 

  当初設計に対する代替案として以下の2案を選定した。 

 

第 1 案 ： 魚道残存部も下流流出部と同様な魚道型式（アイスハーバー式階段式）とする。 

 

第 2 案 ： 既設魚道とは別ルートで新たに魚道を計画する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-5 代替案平面図 

 

魚道の機能 

 

魚を ＋ 遡上させる 

(名詞)      (動詞) 

第2案 

既設魚道とは別ルートで新たに計画する 

第1案 

魚道残存部をアイスハーバー式階段式とする 



 

 

  具体化を行い、代替案の可能性を検討した。その結果、第1案を採用し詳細評価を行うこととした。検討

結果をまとめた表を以下に示す。 

表-1 代替案検討評価表 

 

(2) 詳細評価 

  「(1) アイデア発想～具体化」で採用した第1案の詳細評価を行った。第1案の計画図を以下に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-6 第1案計画図 

代 替 案 利 点 欠 点 欠点の克服 評 価

 

第 1 案 

 

・魚の遡上性が高い 

・河積を侵さない 

・みお筋に設置出来る 

・なし 

 

 

 

 

 

 

○ 

 

 

第 2 案 

 

・魚の遡上性が高い 

 

 

 

 

・基礎等が必要で、工事が

大規模となり高価とな

る 

・河積を侵す 

 

・なし（予算の関係から克

服できないため、不採

用） 

・既設魚道を撤去し、河積

を確保する 

 

× 

 



 

 

  1) 技術性の評価 

問題点となった魚道の機能面から技術性を評価する。 

 

表-2 技術性の評価表 

魚道の機能 
計画案 

プール水深 水路勾配 水の流れ 構 造 判定

当初案 

（既設利用） 

底面の掘り下げに

より確保できる 

<h＝0.60m> 

○（2） 

変化が激しい 

 

<I＝1/8～1/17> 

△（1） 

水がローリングを

起こしやすい 

 

×（0） 

既設利用部は無筋

構造であり、耐久

性に欠ける 

△（1） 

× 

（4）

第1案 

確保できる 

 

<h＝0.60m> 

○（2） 

一定に保つことが

できる 

<I＝1/10 , 1/15>

○（2） 

流れが穏やかであ

る 

 

○（2） 

全て有筋構造であ

り、耐久性に優れ

る 

○（2） 

○ 

（8）

*) ○：2点 △：1点 ×：0点  （ ）内の数値は点数を示す   

 

上記に示したとおり、問題点は全て解決し、技術性で問題はない。 

 

  2) 経済性の評価 

当初案および第1案（代替案）の概算工事費を算出し、経済性の評価を行う。 

以下に示すとおり、代替案である第1案は当初案に比べ、5割程度高価となった。 

 

表-3 概算工事費比較表 

 

 

 

 

*) 比率は当初案を1.00とした場合 

 

  3) 総合評価 

技術性および経済性の評価結果を基に、価値の向上が達成されたかの検証を行う。 

 

ⅰ) 機 能 (F) ・・・ 当初案で発生した問題点を全て解決することができたため、機能はアップ（↑）

した。技術性の評価による点数比較より、機能は約2倍アップしたと判断する。 

ⅱ) コスト(C)・・・ 当初案に対して48%のコストアップ（↑）となった。 

ⅲ) 価 値 (V)・・・ 機能およびコストが共にアップ（↑）した。それぞれのアップ率で価値の変化

の検証を行い、その結果価値は向上した。 

 

 

 

 

計 画 案 概算工事費 比 率 

当 初 案  9,200千円 1.00 

第 1 案 13,600千円 1.48 

価値 (V) ＝ 

機能 (F) <100%UP> 

コスト (C) <48%UP> 

＝ 価値の向上（↑） 



 

 

５．おわりに 

 

建設業界では、公共事業のコスト縮減により建設VEにおいてもコスト縮減を行うことが不可欠であると思

われがちである。しかし、VEの本来の目的は、VEの定義でもあるように「最低のライフサイクルコストで、

必要な機能を確実に達成する」ことである。したがって、建設工事費のみにとらわれるのではなく、土木構

造物として必要とされる強度および機能を、いかに低コストで確保し続けることこそが重要であると考える。

今後もVEを最大限に活用し、少しでも価値を向上させて行きたい。 



 

 

流路工設計におけるVE 

 

  川原 直樹   Kawahara Naoki                                

  恵那営業所 設計課 

  技術士補（建設部門）、VEリーダー 

 

１．はじめに 

 

当該事例は、ダム貯水池に注ぐ普通河川において既設流路工の復旧設計を行った際、VEの導入によるコス

ト縮減を達成したものである。 

計画地点は、長年に渡る貯水地の水位変動や流下してくる岩石等の影響によって法面や流路工が損壊して

おり、その復旧のための流路工設計が過年度に実施済みであった。しかし、その設計実施後、出水等による

洗掘によって大きな河床変動が起こり、河床に連続した岩が表れた。当時の設計は、河床に土砂及び転石が

見られる状況であったため、一般的な多段の落差工を設けて河道を保護する計画である。そこで当該計画で

は、大きな河床変動に伴う設計変更を実施すると共に、VE手法を導入し、必要な機能を確実に確保した上で、

コスト縮減を達成することとした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真-1 当初計画時（H16）    写真-2 今回計画時（H17） 

図-1 当初計画（平面図・側面図） 

 

 

  顔写真 

 

 

 



 

 

２．機能定義 

 

流路工の機能には、大きく「渓流の氾濫を防止する」と「渓岸の侵食を防ぐ」の二つがある。「渓流の氾

濫を防止する」は、水を安全にすばやく下流に流す機能であり、「渓岸の侵食を防ぐ」は川底や岸が水で削

られたりしない機能である。 

よって、当該計画に求められる機能を以下のように定義する。 

 

①「水を安全に流す」 

②「渓岸を保護する」 

 

 

３．代替案作成 

 

出水等の洗掘によって岩盤が浅い位置に出ることが確認されたため、当初計画による落差工では岩盤を大

きく掘込む必要があり、不経済な計画となった。そこで岩盤を有効に利用することによって、コスト縮減を

図ることとした。 

 

 

標準断面図 

 

図-2 今回計画（平面図・側面図・標準断面図） 



 

 

<作成した代替案のポイント> 

① 土砂部・・・ブロック積擁壁（当初案）を計画する。 

盛土体であり、斜面に沿った岩盤線は期待できないため、

擁壁等の構造物による保護が必要である。 

② 露岩部・・・コンクリート張を計画する。 

岩盤であることから護岸構造物を計画する必要はないが、

風化からの保護としてコンクリート張を行う。 

 

写真-3 当該計画による完工風景 

 

４．総合評価 

 

総合評価では、「技術性の評価」と「経済性の評価」の二つの側面から代替案を評価し、確実に価値の向

上をもたらす内容であることを保証する。 

 

「技術性評価」 

岩盤を有効利用することにより、イニシャルコストを抑えるのみならず、大規模な岩盤の掘削を避ける

ことができ、施工性を向上することができる。 

 

「経済性評価」 

 概算工事費（千円） 

当初計画 33,000（比率 1.00）

代替案 29,000（比率 0.88）

「総合評価」 

機 能 F ：岩盤にコンクリート張を行うことで風化からも保護され、水を安全にすばやく下流に流すこと

ができるとともに、川底や岸が水で削られたりしないようにする機能を十分担うことができる。

機能は維持（→） 

コスト C ：イニシャルコストを12％コストダウン（↓）することができた。 

価 値 V ：機能は維持（→）、コストはダウン（↓）、よって価値は向上（↑）している。 

 

 

機 能  Ｆ （Function）
価 値 Ｖ（Value）＝

コ ス ト Ｃ （Cost） 

 

 

５．おわりに 

 

VEで最も重要なことは、「機能を定義する」ことである。我々が各種の設計を行うとき、自然と過去の経

験や事例にならい、計画の本質（機能）を追求することを軽視しがちである。これでは必要な機能に対して

過大となる設計を行ってしまう可能性を否定できない。そこでVEを導入し、「機能の定義」を行うことによ

って、本当に必要な機能だけを見つけだし、コストを縮減しつつ、その機能を確実に満たす設計を行う必要

がある。今後も積極的にVEを活用し、価値の高い資本が整備されるよう努めて行きたい。 



  
 
 

発注者名 業 務 名 設 計 概 要 設 計 Ｖ Ｅ の ポ イ ン ト 設計ＶＥの効果 

従来コスト 769,000 

ＶＥ後コスト 192,700 

差額（千円） 576,300 

○○土木

事務所 

公共地方道路

交付金事業

（道路改築） 

平成 13 年度までに、「みちづくり委員会」等によって計画

同意された、一般県道（第 3 種 4 級、V＝30km/h）L＝

1.0Km 区間において、財政事情が厳しい中、早期共用開

始が強く望まれているため、実現可能な見直しを行った。 

「道路構造令」の改訂ポイントである、「地域の状況に応じた道路

構造（ローカルルール）」の考え方を最大限活用し、道路規格（設

計速度、歩道の見直し）、幾何構造（縦断勾配等）、ルート選定ま

で見直した。 

縮減率（％） 74.9 

従来コスト 4,500 

ＶＥ後コスト 2,000 

差額（千円） 2,500 

○○土木

事務所 

県単現道構造

改築（一般） 

主要地方道の歩道未整備区間（L=100m）について、歩道

を整備する設計 

一般的には、標準断面構成で設計して終わってしまうような、簡

易な設計内容であったが、既設利用できそうな水路断面の検証

や、平面・縦断線形の微調整により、さらなるコストダウンを実現し

た。 

縮減率（％） 55.6 

従来コスト 20,000 

ＶＥ後コスト 12,000 

差額（千円） 8,000 

○○農林

事務所 

県営中山間地

域農村活性化

総合整備事業

現場条件が非常に厳しいパイプライン設計（L＝0.8km）

で、資材搬入等にモノレールを設置し、廃材（U字溝）の搬

出、土工などが工事費全体を押し上げていたため、見直し

を行った。 

管材を、最も一般的で安価な塩ビ管から、可とう性のあるポリエチ

レン管に見直したことで、既設水路内に敷設可能になり、廃材の

搬出と土工を最小限に抑えた。また、小型ウインチを使う施工方

法で、モノレールも不要となった。 

縮減率（％） 40.0 

従来コスト 33,000 

ＶＥ後コスト 29,000 

差額（千円） 4,000 

○○ダム管

理所 

○○水路工修

正設計 

貯水池水位変動や流下転石等によって破損した、流路工

とのり面の補修設計。 当初設計は、急流における砂防流

路工などでよく見られる、多段の連続落差工であったが、

その後の出水で河床洗掘が進み、岩盤が現れた。 

現場踏査を行い、岩盤の連続性や硬度などを確認し、コスト削減

可能な代替案があると判断したため、修正設計を発注していた

だいた。 

縮減率（％） 12.1 

従来コスト 1,100 

ＶＥ後コスト 800 

差額（千円） 300 

○○国道

事務所 

単価契約業務 重力式擁壁を護岸とした取付水路工について、よりコンパ

クトで用地内に収まる工法はないかという依頼をうけ、実施

した。 

基本機能に立ち戻り、重力式やブロック積などの独立擁壁タイプ

から発想を変え、U 型擁壁護岸にしたことで、輪荷重、用地制約

などの条件をクリアしつつコストダウンも計れた。 

縮減率（％） 27.3 

設  計  Ｖ  Ｅ  事  例 



 
発注者名 業 務 名 設 計 概 要 設 計 Ｖ Ｅ の ポ イ ン ト 設計ＶＥの効果 

従来コスト 12,496 

ＶＥ後コスト 11,232 

差額（千円） 1,264 

○○市 下水道管渠詳

細設計 

一級河川沿いの堤防道路に設置する、管径φ900（L＝

350m）の管路設計（推進工法）。堤防道路の制約、通学道

路、複雑な地盤条件の中、当初設計ではクリアできない問

題があったため、代替案を検討した。 

当初設計（120m、3 スパン）から１スパンにすることで、河川への

影響を最小限にし、また、施工順序を工夫することで、通行止め

期間および区間も最小限にした。 

縮減率（％） 10.1 

従来コスト 14,600 

ＶＥ後コスト 12,100 

差額（千円） 2,500 

○○ダム管

理所 

貯留ダム補修

設計 

出水により破損した、貯留ダムの水叩きおよびその下流部

の補修設計。当初設計では、下流部に根固めブロックを

設置する一般的なものであったが、予定していた工事用

道路が使えなくなったため、代替案を検討した。 

ダム貯留域内であったため、「一般的な河川構造物の形にとらわ

れなくても良いのではないか？」という発想の元、水叩き工と根継

ぎを合体させたアイデアを採用した。 

縮減率（％） 17.1 

従来コスト 40,000 

ＶＥ後コスト 27,600 

差額（千円） 12,400 

○○農林

事務所 

経営体育成基

盤整備事業 

流下能力不足の、農業用排水路（L＝300m）の改修設計。

当該水路は、ヘイケボタルをはじめ魚類など、多様な生物

が生息する生態系豊かな地区であり、さらにはソメイヨシノ

が植樹され景観的にも優れた環境となっている。 

道路側の路側ブロックを、土羽法＋L 型擁壁に変更して防護策

を無くす、二次製品のホタルブロックをやめ、自然石空石積に変

える、廃材 U 字溝を魚巣ブロックとして利用など、細かい工夫で

コストダウンに成功した。 

縮減率（％） 31.0 

従来コスト 69,000 

ＶＥ後コスト 50,000 

差額（千円） 19,000 

○○市 ○○市○○号

線道路設計 

パイプライン化により、他の目的に利用できるようになった

用水路敷が、地元の要望で道路として利用されることにな

った。全幅員 12m、延長 300m の中で、必要な機能を満た

し、低コストの道路を設計する。 

予測交通量、利用形態、地元要望などを整理すると、当面、全幅

員 5m の車道と 2.5m の片側歩道があれば十分と判断できた。

残り 4.5m 幅のスペースは畑などに開放し、市民の余暇活動や交

流の場とした。 

縮減率（％） 27.5 

従来コスト 25,700 

ＶＥ後コスト 18,600 

差額（千円） 7,100 

○○市 ○○市○○号

線道路設計 

縦断勾配が 16%で、農免道路との交差点見通しも非常に

悪い道路（L＝230m）の、道路改良設計。従来の道路構造

令に当てはめると、非常に無理な平面線形になり、拡幅量

も増え、接続主道路よりも広くなってしまう。 

「地域の状況に応じた道路構造」を適用し、小型自動車道路に

限定することで、その場所に応じた道路計画とした。 走行性な

どは軌跡図等で検証した。 

縮減率（％） 27.6 

 
 



 
発注者名 業 務 名 設 計 概 要 設 計 Ｖ Ｅ の ポ イ ン ト 設計ＶＥの効果 

従来コスト 3,080 

ＶＥ後コスト 970 

差額（千円） 2,110 

○○市 市道○○線測

量設計業務委

託 

L=70mの道路改良設計と函渠工設計（N=1式）。函渠工は

普通河川を渡河するもので、ストックしている上下分割型

のプレキャストボックスを利用してほしい、という発注者の

依頼を受けた。しかし、内空断面不足であったため、頂版

側壁と底版側壁の間にコンクリートを継足しして対応した

が、それに伴い、構造的に問題が生じた。 

コンクリートで継足ししたストックボックスは側壁内側に曲げモーメ

ントが生じたが、それに抵抗する方法として繊維シートで補強す

ることとした。 

縮減率（％） 68.5 

従来コスト 535,200 

ＶＥ後コスト 84,640 

差額（千円） 450,560 

○○土木

事務所 

県単 道路改

良 

変則な形状である交差点の概略設計。交差点周辺は家

屋が密集していることから、家屋への影響が極力、小さくな

るよう求められた。 

通常の設計であれば、信号制御の交差点改良となるところを、

「周辺には 2 車線改良された道路があり、それが主要路線となっ

ていること」など当路線のみならず、周辺の道路網についても整

理し、必要最低限の機能を確保できる交差点改良（一時停止制

御）とした。結果、補償家屋を大幅に減らすことができた。 
縮減率（％） 84.2 

従来コスト 55,500 

ＶＥ後コスト 44,700 

差額（千円） 10,800 

○○土木

事務所 

一般県道○○

線道路設計 

法線が直角に折れ曲がる箇所の線形改良。 

 

設計速度に遵守した曲線を設置すると、曲線半径が大きくなり、

残地が増える上に用地買収をしなければならなくなる。よって、

暫定交差点として位置付け、導流路を設置して形状をコンパクト

にした。 

縮減率（％） 19.5 

従来コスト 53,043 

ＶＥ後コスト 28,370 

差額（千円） 24,673 

○○市 ○○団地土地

造成実施設計

委託業務 

既存団地の建替えに伴い、造成実施設計を行うものであ

る。当初の宅地の配置計画では、大規模な切土が発生し

ていた。 

集合住宅の導入及び一戸建て住宅の配置計画を見直すことに

より、必要な戸数を確保した上で、造成面積を縮小し、切土及び

擁壁を少なくすることができ、コストダウンすることができた。 

縮減率（％） 46.5 

従来コスト 13,263 

ＶＥ後コスト 7,200 

差額（千円） 6,063 

○○ダム管

理所 

ダム天端補修

設計業務 

ダム堤体の沈下等により、ダム天端の管理用道路の舗装

にクラックや路面の波うちが生じた。その補修を行うもので

ある。雨水をすばやく排除し、路面下に浸透させないよう

にするために、縦断勾配を改善し防水性に優れた舗装と

する必要があった。 

既設舗装の不陸を整形し、適切な縦断勾配を確保した後、防水

シートを敷設しオーバーレイを行う計画であったが、橋面舗装に

用いられる水密性に優れた舗装工を採用することにより、防水シ

ートが不要になり、コストダウンをすることができた。 

縮減率（％） 45.7 

 
 



 
発注者名 業 務 名 設 計 概 要 設 計 Ｖ Ｅ の ポ イ ン ト 設計ＶＥの効果 

従来コスト 162,700 

ＶＥ後コスト 118,900 

差額（千円） 43,800 

○○農林

事務所 

県営広域営農

団地農道整備

事業○○地区

設計業務 

主要幹線道路・国道○○号と交差する広域農道で、限ら

れた施工スペースと施工期間において、最適な擁壁形式

の選定を実施した業務である。 

限られた施工スペースと施工期間で、路側擁壁を構築するに

は、仮設土留めアンカーを併用した逆Ｔ式擁壁が一般的であっ

た。仮設時と完成時の二重構造になっている点に着目し、永久

アンカーと直立形式の壁構造を組み合わせた「親杭パネル壁工

法」を採用して、制約条件を満足し、かつ、コストダウンを実現し

た。 縮減率（％） 26.9 

従来コスト 45,500 

ＶＥ後コスト 40,100 

差額（千円） 5,400 

○○土木

事務所 

公共特定緊急

砂防事業 

災害により既設流路が渓岸侵食等の被災を受けたため、

渓流保全工の設計を行った。当初設計は、当初の河川法

線としていた。しかし、現況の河川法線は当初の河川法線

から変化していたため、再度VE手法で法線の検討を行っ

た。 

現況の河川法線は、現在の水の自然な流れであると判断し、渓

流保全工の法線を現況の河川法線とした。その結果、計画延長

を短くすることができた。 

縮減率（％） 11.9 

従来コスト 100,000 

ＶＥ後コスト 20,000 

差額（千円） 80,000 

○○土木

事務所 

県単砂防調査 砂防計画を立案する業務であった。上流側に、砂防堰堤

等がないため、渓流保全工を施工する前に、砂防堰堤を

施工する必要があった。しかし、上流側の地形等を調査

し、砂防堰堤を施工することなく、渓流保全工を施工でき

る砂防計画を立案した。 

上流側には、砂防堰堤はないが、土砂溜工があった。また、その

土砂溜工は満砂すると、その土砂を除去するという管理を行って

いた。したがって、その施設は砂防堰堤と同等の土砂補足機能

を有していると考え、砂防計画に考慮することとした。それにより、

砂防堰堤なしで、渓流保全工の施工が出来る砂防計画を立案

することができた。 縮減率（％） 80.0 

従来コスト 2,400 

ＶＥ後コスト 1,300 

差額（千円） 1,100 

○○土木

事務所 

県単 

崩落決壊防止

一般県道の未対策区間（L=550m）について、落石防護柵

工（落石防護柵＋防護柵基礎＋ブロック積）の設計及び

道路表面排水処理（L 型側溝） 

一般的には、標準的な L 型側溝を計画する。しかし、ブロック積

を設置するため、そのブロック面を利用し、L型側溝の立ち上がり

部をブロック積と兼用することで、現場打ちコンクリートでエプロン

のみ設置する計画とした。これにより、L 型側溝と同等な通水断

面積を確保した上で、コスト縮減を可能にした。 
縮減率（％） 45.8 

従来コスト 1,290 

ＶＥ後コスト 1,750 

差額（千円） ▲460 

○○市 集落環境保全

整備事業 

山地渓流部の流末が整備されていないことから、治山事

業に伴う流路工の設計を実施し、導水を確保する計画を

行った。 

ブロック積擁壁による流路工断面の計画に伴い、流路肩に簡易

な盛土を計画する内容であった。しかし、計画地点は急峻な斜

面であることから、盛土面を拡幅ことにより工事用道路及び管理

道路となる幅員を確保し施工性、構造性の機能をアップさせた。

縮減率（％） ▲35.7 

 



 
発注者名 業 務 名 設 計 概 要 設 計 Ｖ Ｅ の ポ イ ン ト 設計ＶＥの効果 

従来コスト 31,640 

ＶＥ後コスト 26,200 

差額（千円） 5,440 

○○団体

連合会 

元気な地域づ

くり交付金○

○地区調査設

計業務 ﾊﾟｲﾌﾟ

ﾗｲﾝ設計１式 

○○地区調査設計業務 現在水中ポンプから開水路に

給水している。末端水路までの配水をパイプライン化す

る。 

パイプライン化を行うことにより、「機場まで行かなくてもバルブ操

作だけで給水できる」ことから、維持管理性を向上させた。具体

的には、必要最小限の施設として圧力ポンプ、タンクを提案し、

県道縦断占用も含め浅埋設が可能となったことから初期投資コ

ストを抑えることができた。 
縮減率（％） 17.2 

従来コスト 24,068 

ＶＥ後コスト 21,662 

差額（千円） 2,406 

○○市 下水道管渠実

施設計業務委

託 

大型量販店に近接する交通量が非常に多い道路内に下

水道の準幹線水路を埋設する設計で、周辺の状況に配

慮して推進工法のスパン割りを行った。 

スパン割りを、１スパン案から２スパン案に見直したことにより選

択の巾が広がり安価な推進工法を採用することができた。 

縮減率（％） 10.0 

従来コスト 421,453 

ＶＥ後コスト 386,290 

差額（千円） 35,163 

○○市 農業集落排水

循環統合補助

事業 

○○地区（旧○○町八ツ又地内）において、下水道管渠

の設計を行った。 

開削工 17.5km、橋梁添架 3橋、ポンプ 5箇所 

本管にリブ管を採用し、基礎材に砕石を用いたことにより、耐震

上有利となり（機能向上）かつ工事費を下げる（コスト減）ことがで

きたため、価値が向上した。 

縮減率（％） 8.3 

従来コスト 143,800 

ＶＥ後コスト 129,610 

差額（千円） 14,190 

○○農業

水利事務

所 

○○○○用水

地区○○幹線

水路中流部 

実施設計業務

○○幹線水路から農業用水を分水し、ため池に水を供給

するため池連絡水路（パイプライン）の実施設計を行っ

た。 

既設の県営パイプラインの水使用形態を把握し既設構造物を

有効活用することで、新設する管路の延長を短縮することができ

た。 

縮減率（％） 9.9 

従来コスト 1,249,630 

ＶＥ後コスト 1,123,230 

差額（千円） 126,400 

○○市 ○○幹線設計

業務委託 

○○川沿いに下水道管渠を計画するに当たり、河川への

影響を最小限にする計画を行った。 

認可設計では、短距離の直線推進工法で検討してあったが、河

川への影響を考慮し、長距離曲線推進工法を採用することによ

り立坑、構造物を減らしコストの縮減を図った。 

縮減率（％） 10.1 

 



人数 人数 人数

51 1 1
河川、砂防及び海岸・海洋 1 1 2

道路 2 1 5

土質及び基礎 1 管路施設 1 1
鋼構造及びコンクリート 1 1 4
施工計画・施工設備及び積算 1 1 44
建設－河川・砂防及び海岸 1 17
-施工計画・施工設備及び積算 1 2

建設－道路 1 地域農業開発計画 1 3
建設－鋼構造及びコンクリート 1 1 8

水道 下水道 1 現場技術・管理 1 2

森林 森林土木 1 技術管理者 1 1

2 現場管理者 1 2

1 1 3

技術士補 建設 8 1 2

Ｃｉｖｉｌ 2 騒音関係 2 1

5 1 5

4 1 1

4 10 セキュリティ 1

1 1 Ｗｏｒｄ２０００ 1

2 土地調査 4 Ｅｘｃｅｌ２０００ 1

2 物件 2 1

1 機械工作物 1

23 営業補償・特殊補償 2

7 事業損失 1

4 補償関連 1

1 機械工作物 1

1 事業損失 1

1

（旧名称；MOUS試験）

補償業務管理士

車両系建設機械（整地等）運転技能講習

CALS/ECｲﾝｽﾄﾗｸﾀｰ

初級システムアドミニストレータ

Ｍｉｃｒｏｓｏｆｔ　Office　Ｓｐｅｃｉａｌｉｓｔ

ＭＣＡ

地籍主任調査員

地籍調査管理技術者

四級小型船舶操縦士

CALS/ECｴｷｽﾊﾟｰﾄ

測　量　士　補

基準点測量専門技術二級

応用測量専門技術二級

GIS 二級

測量専門技術

基準点測量専門技術一級

日本鉄道施設協会工事管理者

土地改良補償業務管理者

土地改良補償業務管理者補

宅地建物取引主任者

測　　量　　士

労働安全コンサルタント

補償業務管理者

公害防止管
理者 水質関係第三種

振動関係

岐阜県自然工法管理士

地質調査技士

地質調査技術管理者

ダム工事総括管理技術者

甲種火薬類取扱保安責任者

林業技士

浄化槽管理士

土地改良専門技術者

ダム管理技士

下水道第二種技術検定

下水道管理技術検定

上級農業集落排水計画設計士

畑地かんがい技士

資　　格　　名　　称 資　　格　　名　　称

コンクリート診断士

コンクリート技士

学芸員

公共用地経験者

土地区画整理士

ＶＥリーダー

土質及び基礎

農業土木技術管理士

一級建築士

一級土木施工管理技士

二級土木施工管理技士

総合技術監理

農業土木

トンネル

資　　格　　名　　称

ＡＰＥＣ_Ｅｎｇｉｎｅｅｒ

技術管理者
農業土木

施工計画・施工設備及び積算

技術士

建設

二級造園施工管理技士

ＲＣＣＭ

河川、砂防及び海岸・海洋

道路

一級造園施工管理技士

以下の有資格者がＶＥを推進します



２００６年訪米 

ＶＭ/ＶＥ研究調査団に参加して 

 

 

  代表取締役社長 

村橋 元   Murahashi Hajime                                 

 
 
 我が社も VE に取り組み始めて早いもので４年になろうとしています。 

２００２年の夏に、ある社員から「我が社のこれからのオンリーワンは、バリューエンジニアリングで行き

ましょう！」との提案があり、早速全社員で取り組んで６０名のＶＥリーダー合格者を輩出しました。 

４年経った今年、（社）日本バリューエンジニアリング協会から、「アメリカのジョージア州・サバンナで

VM/VE の国際大会があるので参加されてはいかがですか」と問い合わせがあり、早速申し込みました。 

大変ハードなスケジュールでしたが、素晴らしい大会で大いに参考になった旅でした。 

 

 

最初にジョージア州・サバンナを紹介しておき

ましょう。 

サバンナは、１７３２年、英国の George 二世の特

許状により、大英帝国初期の豪華な庭園を建設す

る目的で設立されました。そのためこのサバンナ

は、多くの公園や庭園そしてチャーチが見られ、

全米各地から多くの観光客が訪れています。 

 

 

また、サバンナは１７００年代の後半から綿花

の最大産地となり、綿花の輸出港として栄えまし

た。左の写真は当時、綿花の倉庫や事務所のあっ

たところで、今でもその風情が残っています。 

今回参加したサバンナ国際会議は６月４日から

７日までの本会議およびプロジェクト発表、翌８

日からは企業訪問でした。 

 

 

 

 

 

サバンナの公園で 

古い綿花の倉庫前にて 



日本からは９名の参加で以下の方々でした。 

団長 田中雅康（日本管理会計学会会長） 

小野茂夫（ニコン相談役・東京 RC 会員） 

中村充宏（大分県企画振興部まちづくり推進班 主幹） 

関 昭二（関技術士事務所 日立電線） 

横田尚哉（パシフィックコンサル・VE 推進室長） 

佐藤嘉彦（VPM 技術研究所・所長） 

安部 努・渡辺正幸・川畑昌彦（JR 東日本） 

中神芳夫（社 日本 VE 協会） 

村橋 元（株 ユニオン） 

 

世界からは１７カ国の参加があり、

アジアから日本・韓国・台湾・イン

ドでヨーロッパからイギリス・オラ

ンダ・ハンガリー・デンマークその

ほかカナダ・オーストラリア・サウ

ジアラビア・南アフリカそしてアメ

リカ各地から多数の参加がありまし

た。 

 

 

開会式では、Larry Johnson 氏が「世界中から３

００名の会員が集まりありがとう。この美しい街サ

バンナを大いにエンジョイしてください、そしてＶ

Ｅの革新的発表を聞き、企業の発展に生かしてくれ

ることを望んでいる」と挨拶されました。 

続いて「現代は、変化を追求しない企業は生き残

れない、例えば、シアーズでさえ倒産しウオールマ

ットが勝ち残ったように、変化を求めるのがＶＥで、安定すなわち終身雇用・定期昇給などは続かない」と、

話されました。 

 

さて、今回の国際大会で私の感じたことを３点に絞って報告します。 

 

１． 韓国・アメリカがすごい 

韓国からは十数名が参加し、その多くが２０代から３０代の若者で、その行動力は積極果敢で、感心さ

せられました。また彼達が、所々で話し合っている姿、若い社員が絶えず上司に報告している姿、パソコ

ンを持参し、会議の内容を常にレポートしている姿がすごく印象的でした。 

日本からの VE研究調査団 

ラリー氏の基調講演 



とにかく「現代」（ヒュンダイ）の社員達は東洋のス

ーパービジネスマンに感じられました。 

また、アメリカのビジネスマンの行動力も同じよ

うでした。会議や各セッションでの発表会でも積極

的に発言し、自分の意志を表現する姿は素晴らしい

ものでした。日本での会議やセッションでの発表は

ただ聞くだけになりますが、彼らの質疑の多さには

感動したものです。 

「NY 州では落札後のプロポーザルが多く取り入

れられており、その方が VE を取り入れるチャンスが

多くなる。交渉により落札価格が変わってくる。」と

の意見がありました。 

 

２．TAX を納める側と使う側 

基調講演の中で興味を引かれたのは、税金を納め

る側である聞き手が積極的に改善を申し込んでいる

点でした。 

左写真－①でも、赤いシャツの前の人が VE 提案者

（国防省陸軍工兵隊）に「仮設の橋梁だったら、も

っと安く、その程度でよいのではないか」とか、GA

州運輸局の人から、鉄道の車体を軽くしてスピード

アップとコストダウンに VE で貢献した報告があっ

たが、「車体を軽くしたのはよいが安全の確保はどの

程度されているのか」といった質問があった。一方

「Tax を使う事業はコミュニケーションが大切で、

そのプロジェクトが成功したかどうかは住民の意識によって評価される。」といった発言もありました。 

日本でも、住民参加型・ワークショップなど増えてきていますが、上記に比べると、まだ納める側の意見

を言う場が少ないのではないかと感じた次第です。 

 

３．アメリカの建設コンサルタント 

 GA州アトランタにあるARCADISアトランタ事務所

を企業訪問しました。この会社は本社がオランダに

ある総合建設会社であり、私たちが訪れたのは、そ

の子会社の建設コンサルタント会社（Lewis 

Zimmerman Associates）で、主にプロジェクトマネ

ジメント・構造技術設計・交通機関・軍用基地の設

計と幅広い建設コンサルタントを行っている会社で

した。 

 ここで、VE を活用しているアメリカの設計例をい

ただいてきました。このコンサルタントは、典型的

なＶＥ設計会社であり、その一部を紹介したいと思

います。 

熱心に聞き入る会場 写真－① 

ルイス社の副社長達と 

会場前の雑談風景 



写真②は、我々が訪問した VE コンサルタント、Lewis&Zimmerman 社が作成した VE 報告書です。 

対象業務は、ニューヨーク州運輸局第１１部発注の「アレキサンダーハミルトン橋及びインターチェンジラ

ンプ橋補修工事設計」で、２００５年８月における８０％完成段階の案です。 

場所は、マンハッタンの商業地域から住宅地域に入る大変交通量の多い所で、４車線のうち２車線を共用し

ながら工事を進める事業の設計です。 

 

 

 

 私がこの表紙に興味があるのは、Lewis & Zimmerman 社のマークの上に、はっきりと Value Engineering 

Consultant と書かれている点です。この会社は、ＶＥを会社の主たる商品として確立している自信の表れ

だと思われます。 

写真―② 



 

 

 

 

 表―①は、この業務のコスト削減の可能性を要約したものです。 

第１列目は代替案の記号、第２列目は概要説明、第３列目は初期コスト、第４列目は代替案のコスト、第５

列目はコスト削減額です。金額の代わりに設計提言（DESIGN SUGGESTION）のみを記載したものも見られます。 

 

表―①



 

 

 

 

表―② 



 

 

 

 

 

図―① 



表―②、図－①・・・代替案の事例 （代替案番号：AHB―２/AHB―１６を示す） 

 

表題部に、概要説明として「中央部に縦目地とキャンチレバーを設置する案」としている。 

 

【当初設計】 

アレクサンダーハミルトン橋の東行・西行両アプローチ間に、新設の床組及び RC 連続床板を設置するもの

で、構造物の全幅は４１ｍである。 

 

【代替案】 

東行・西行アプローチ全域にわたり幅 25mm の縦目地を設置し、中央部張出し部下面にキャンチレバーで鋼

製ブラケットを設け、床板と自動車荷重を支える構造を提案している。 

 

（長所） 

・ 縦目地で縁切りするために東西線の連係動作が解放されこと 

・ 縦目地のシール材は容易に交換できること 

・ 水切りを設けてバリアからの水漏れを防ぎ鋼製部材を保護できること 

 

（短所） 

・ 縦目地を追加したため維持が必要であること 

 

（討議事項） 

・ 幅員２１ｍの東行・西行の各構造物は大容量の４車線となること 

・ 中央部に縦目地とブラケットを設け、２つの構造物に分割することにより、両構造物のたわみ差によ

って生じる２次応力を解放できること 

・ 縦目地の使用例として１９６０年に建設された橋梁で、鋼材の劣化は全く見られないこと 

等が記載されている。また、本代替案は設計提案のみに止めている。 

 

 

以上のように VE 的発想による建設コンサルタントで、もっとも大切なことはチームデザインではないでし

ょうか。頭をつきあわせて、代替え案を作成することが最も大切で、そこから素晴らしいアイデアが生まれ

るものです。 

我がユニオンでは、多くの VEL（バリュー エンジニアリング リーダー）が、いつでも誰でも発想を提案

できるように会社を育て上げていきます。 



最後に、この Lewis Zimmerman

社の社内風景を見学する機会に巡

り会えたので、報告しておきます。  

 

右の写真は部課長クラスの部屋で、

日本風に言えば１０畳以上の部屋

が単独で使われていました。 

 事務室の片隅には簡単な応接も

あり、部下の指導や応接もできる

ように配慮されています。 

 

 

左の写真は係長以下の事務室

で、小さなパーテーションで

区切られています。 

 自己の責任を、監視されな

くても達成する自覚が必要で、

能力にあった仕事を必ず達成

する意欲が感じられます。 

 

 

会議室はチームデザインを討議するため

に使われています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 以上、今回の VE 国際会議に参加して、多くの学ぶことがあり、我が社にも是非取り入れ

たいことが数多くありました。 



 

 

コラム     考古・発掘・文化財 

 

  有馬 啓介   Arima Keisuke                                  

  調査部 補償調査課 

  学芸員 

 

１．はじめに 

 

 普段の生活の中で発掘は疎遠である。「何をしておられますか？」、「いいものは出ますか？」、「へー、

あんなところにも遺跡があるのですね。」、タクシーに乗っているとよくこのような会話をすることがある。

ここでいう発掘とは考古学的な方法による埋蔵文化財の発掘調査のことである。 

 連日のように新聞に掲載され、時には第１面を飾ることもある発掘に関する記事。一見、華々しいようで

ある。日本人ほど発掘に興味を示す民族はいないように思われる。それは発掘で解明された人類史がすなわ

ち、我々日本人の祖先に結びつくからだといわれる。発掘にいわゆるアイデンティティーを求めているので

ある。民族の盛衰・移動の激しかったヨーロッパや多くの移民受け入れの舞台となった新大陸であるアメリ

カ大陸はどうであろうか。例えば、アメリカ大陸の場合、発掘されるのは先住民であるネイティブアメリカ

ン、いわゆるアメリカンインディアンの遺跡であることが多い。現在の多くの住民にとって他民族の遺跡で

あるが故に、一部の人類学者や考古学者を除き、残念ながら関心を引きつける要素が乏しいといわざるを得

ないのである。 

 考古学に興味を抱く日本人。小稿では現在の日本列島における発掘調査の実態に触れ、文化財の在り方に

ついて考えたい。 

 

 

２．埋蔵文化財発掘調査と遺跡 

 

考古学とは過去の人間活動の痕跡を資料として人類の過去を研究する学問である。これは日本考古学の先

駆者である濱田耕作の名著『通論考古学』以来の普遍的定義である。人間活動の痕跡は遺物、遺構、そして

これらを包括する遺跡によって構成される。我々が考古学的成果を直接目の当たりにできるのは発掘現場で

あることが多い。 

高度経済成長以降、埋蔵文化財発掘調査件数は鰻登りに上昇していった。1996(平成８)年度の12,063件を

ピークにその数値は減少傾向であるが、まだまだ膨大な数の発掘調査が列島各地で行われている。その内訳

をみると緊急調査(行政調査)が大部分を占め、学術調査件数は過去10年間で300～400件程度で推移している。

緊急調査とは国土開発事業により失われる遺跡の記録保存を目的とした調査である。この調査では出土した

遺物は保存され、遺構は図面により記録される。しかし、その過程で遺物と遺構の有機的な関係は崩れ去る

のである。基本的には遺物や遺構はその土地に存在してこそ価値が増す。発掘は遺跡の破壊行為であるとい

われる由縁はそこにある。高松塚古墳の壁画劣化問題では文化庁の姿勢に怠慢があったことは否めない。し

かし、壁画を現地保存するという考えは文化財保護の観点からすれば自然であり、これを100パーセント否定

することはできないのである。 

開発事業は今ある我々の生活をより豊かに、より便利にするために行われる。重要なことは我々の生活と

遺跡との調和と共生であり、それを実現するためには発掘調査前後の在り方が非常に問題となってくるわけ

である。 

 



 

 

３．発掘前後の問題 

 

発掘はしばしば外科手術に例えられる。それは発掘が１回限りのものであり、他の科学実験と違い検証が

困難だからである。外科手術であるが故に失敗は許されない。出来るのであれば、手術せずにそれ以外の治

療法で完治させたい。また、大きな病気を患う前に、生活習慣や食生活を見直したり、定期的に病院に通う

などして予防に努めたい。今日、予防医療という言葉をよく耳にする。生活習慣病といわれる成人病は普段

の生活を見直し、改善することによってその発生率を減少させることができる。たとえ手術をしたとしても

リハビリなどをして早期に社会復帰することを願う。 

遺跡における予防医療とは何であろうか。それは分布調査や予備調査(試掘調査)であると考える。遺跡の

発掘調査には時間と労力を掛けるが、分布調査には手が回らないということは全国的にみれば多いのではな

いだろうか。分布調査では遺跡の所在・位置・範囲・形状等を確認する。これらの情報を把握することによ

り開発事業に迅速に対応でき、文化財保護計画を立案できるのである。分布調査によっては実際に試掘を行

い、遺跡の有無や範囲、密度等を確認することも必要であろう。これは医療での定期検診によく似ている。 

それでは、遺跡におけるリハビリとは何であろうか。それは遺構と遺物の保存である。遺構の保存方法と

して遺跡の史跡公園化が行われることがある。過去の人間活動の痕跡である遺跡に優劣をつけることはよく

ない。しかし、その地域の歴史、または日本列島の人類史を語る上でなくてはならない非常に重要な遺跡に

関しては、遺跡の保存を考える必要があろう。そのためには市民の意見、すなわち世論が不可欠であろう。

このことを考慮するならば、市民への遺跡の公開や発掘成果の還元は非常に重要である。そして、遺構や遺

物といった文化財の保存修復に関しては絶えずその技術の向上に努めなくてはならない。劣化現象を抑制す

る最新の保存科学を導入する必要がある。特に長期間地中で物理的・化学的に影響を受けた木製品や動植物

遺存体などの有機質遺物、腐食の進行する金属製品などは注意を要する。収蔵庫や展示室での遺物の保管体

制にも細心の注意を払うべきであろう。 

 

 

４．おわりに 

 

「文化財は国民共有の財産である。」このフレーズは言い古された感があるが、よく当を得ている。国民

共有の財産であるが故に我々は後世に文化財を残す責務を負っている。国民共有の財産であるためには絶え

ず文化財を市民に公開する原則に立ち、市民の声を尊重する姿勢を持ち続けなければならない。発掘調査に

関わるものとしては、発掘が文化財保護を達成する為の重要な手段であり方法であるという錯覚に陥る危険

性があるがこれは大きな間違いである。 

 真の文化財保護とは後世に有限である文化財を残し伝えるということである。そのためには前述したよう

な発掘前後の問題が大きな重点を占めなくてはならない。現在の文化財の置かれている状況を詳細に把握し、

消滅の危険を回避し、劣化した文化財を最新の技術で再生させることが高度経済成長後の文化財保護行政に

求められているのである。考古学に興味を抱く日本人が文化財に関心をもつ日の到来を願って止まない。 
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  高田 信浩   Takada Nobuhiro                                 

  取締役 設計部長 

  技術士（総合技術監理・建設部門）、APECエンジニア(Civil)、VEリーダー、 

 

 

 平素は格別のご高配を賜り御礼申し上げます。 

さて、早いもので弊社がバリュー・エンジニアリング（ＶＥ）に取り組み始めて４年がたちました。 

以下に、ＶＥの取り組みについて簡単に記します。 

 

 

 

 【 ユニオン ＶＥの取り組み 】 

 

 

2002年 9月  ＶＥキックオフ 

2003年 1月  全社員でＶＥリーダー受験 

2003年 2月  ＶＥリーダー ６０名合格 

 

2003年 12月  ＶＥ事例 社内発表会 

 

2004年 4月  テクニカルレポート ＶＥ特集 vol.11 発刊 

2004年 12月  ＶＥ事例 社内発表会 

 

2005年 8月  テクニカルレポート ＶＥ特集 vol.12 発刊 

 

2006年 7月  ＶＥ事例 社内発表会 

2006年 10月  テクニカルレポート ＶＥ特集 vol.13 発刊 

                                                     

（建通新聞 2003年4月11日） 

  

 

 本編でご紹介しましたように、着実に事例数も増え、また次第に効果も上がり始めているところです。 

弊社ＶＥリーダー達がさらに研鑽を重ね、「社会資本整備の価値向上」の一役を担いたいと思います。 

今後ともご指導のほどよろしくお願いいたします。 

 

 

※ テクニカルレポート ＶＥ特集 vol.11、12 については、弊社ホームページでご覧いただけます 

              http://www.theunion.co.jp 
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